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建交労関東トラック協議会は、8 月 23 日 14 時から埼

玉県さいたま市大宮区の、さいたま市民会館にて第 22

回定期総会を開催しました。参加者は東京・埼玉・群馬・

栃木・神奈川の各トラック部会から 30 名と来賓 2 名、

学習会講師 1 名の総勢 33 名で、昨年の参加者２５名

を大きく上回りました（神奈川は小島、金崎、佐藤、和

泉、大島の 5 名が参加）。 

総会は石井幹事(栃木)の開会挨拶で始まり、議長に

神奈川県南支部の大島特別執行委員が選出され議事を進行しました。主催者挨拶を行った鈴

木洋平議長は「運送業界を取り巻く環境は厳しい情勢が続いている。ドライバー不足、長時間労

働、燃料高騰など解決すべき課題が数多くあるが将来に希望を持って

働き続けられる職場を作っていかなければならない。そのためには組

合員ひとり 1 人の声が大切になってくる。１人の声は小さくても力を合

わせれば大きな力になる」と運動の強化を強調しました。 

来賓の鈴木正明全国トラック部会事務局長は「物流の 2024 年問

題以降もトラックの現場は残念ながら改善されていない。道路貨物運

送業の過労死等の支給決定件数は 17 年連続最多になった。過労死

等の支給決定件数は昨年より若干減っているが申請件数は大幅に増

えている。認定に当たる審査がどうなっているのかしっかり見ていかなければいけない。長時間

働かなければ生活できない賃金のままでは過労死はなくすことはできない。労働時間短縮と賃

上げを一体で進め、併せて安全を守り仲間を増やすなど、どれも簡単な課題ではありませんが

現場の声を集めて組合として声を上げて変えていきましょう。」と挨拶されました。 

つぎに笹原和樹東京都本部書記長は「東京ではトラック部会の仲間が

東京都交渉、東京春闘共闘国交省要請で『サービスエリア・パーキング

エリアの拡充や自転車・キックボード専用道路の拡充、燃料高騰対策や

物流全体への助成金拡充』などを要請するなかで、国交省や東京都の担

当者が『貴重な意見ありがとうございます』と応じるなど粘り要求行動が

国に届いていることが実感できる大切な取り組みとなっています。都本

部としても一緒に取り組んで行きたい。」と挨拶しました。 

神奈川県南支部のホームページは（全日本建設交運一般労働組合 (ctg-kennan.net)）を クリックか

右のＱＲコードからアクセスできます。分会・班の仲間は多くの労働者に広げてください。 

 

建交労関東トラック協議会２２回総会開催 

５都県トラック部会＆来賓・講師含３３名参加 

http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=545919&sw=%E3%80%90%E7%94%B7%E5%A5%B3GS%E3%80%91%E6%AD%A3%E9%9D%A2_%E3%81%8A%E3%83%BC2
http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=435395&sw=%E3%80%8C%E4%BD%9C%E6%A5%AD%E5%93%A1a%E3%80%8D20
https://ctg-kennan.net/


 

 

つぎに上村誠事務局長が経過・活動報告と次年度活動方針を

提案、今成結幹事による 2025 年度会計報告、早船吉一会計監

査からの会計監査報告などが行われました。休憩後の質疑応答

では東京・埼玉・神奈川・栃木・群馬から組織拡大、労働条件改善

等の発言がありました。議案はすべて満場一致で採択され、役員

体制では神奈川の金崎美佐夫が副議長に再任されました。 

 

 

 

 

 

総会第 2 部の学習会では、さいたま区労協の渋谷(しぶたに)

ひろみ氏が「生計費原則」をテーマに約 1 時間学習講演を行い、

埼玉県で普通に生活するための最低生計費試算調査結果「食費

をはじめ交通・通信費、教育費、教養娯楽費等」の特徴を詳細に

説明し「最低生計費が示した水準を実現するには時給 1800 円

が必要であり、全国一律最賃制度実現、最低賃金引き上げには

県そして政府を動かす社会的運動を」と呼びかけました。 

学習会で講演した渋谷ひろみさん  ※この記事と写真は小島委員長から提供して頂きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部学習会では埼玉区労協の渋谷氏が 

生計費原則の内容を詳細にわたって講演 

学習会は最

低生計費に

ついてでした

がわかりやす

く説明してい

ただけました

（K） 

 

交流会では組合員の減少や高齢化の中でも

30 代～40 代の仲間も参加していて、それぞれ

の職場で頑張っている話も聞くことができ元気

をもらうことが出来ました（I） 

昨日の地震の影響で電車のダイアが変更

になり、さらに開催場所を間違えて、少し

遅れて参加しました。各部会の報告を聞

き参考になりました。また、交流会ではど

この部会も高齢化、人材不足で世代交代

が上手くいかないと共感しました（S） 

 

総会議長に選出され、皆さんの協力により

時間内に第一部を終わらせる事が出来ま

した。各地域の発言を聞いていても、みん

なが一生懸命頑張っているのが垣間見ら

れました。神奈川も組合員拡大に向けて一

致団結していかなければ、取り残されると

痛感しました（O） 

以下は小島委員長以外の参加者の感想 

令和８年 
熊本地震 
被災者への 

支援カンパ

の積極的な
とりくみを呼

びかけます。 

７月２８日午後４時２７分に発生した令和８年熊本地震は宇城市と氷川町で震度

7 を観測し大規模な被害をもたらしました。わずか１０年前に 2 度の震度 7 が襲っ

た熊本地震から復興途上の熊本県の皆さんは心が折れる衝撃だと思います。 

しかし、大規模災害が頻発する日本で、避難所の過酷な環境や貧弱な食事、プ

ライバシーの欠如など国や自治体の被災者救援対策は、ほとんど進歩しておらず

早急な改善が求められます。※イタリアの対策を別紙に紹介 

建交労は全労連の呼びかけに応えて令和８年熊本地震被災者への支援カンパ

に取り組んでいます。県南支部はこれまでに支部で１万円、イワサワ分会 5 千円、

エネックス分会 3 千円、個人３千円のカンパがありましたが引き続き分会・組合員

のカンパを呼びかけます。詳細は別紙中央本部推進ニュース№５を参照ください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このページは日本災害食学会誌の資料です。 

 

イタリアの避難所では、どのような生活支援・食事支援があるのか？ 

キッチンカー、食堂、トイレ、シャワー、ベッド、テントのパッケージ支援 
 

イタリアは欧州の中では自然災害が多く、避難者の生活を重視した支援が行われています。 

避難所での生活支援や食事支援について、 イタリアの地方自治体やボランティア団体における取り組み

事例を収集し、日本での災害支援に役立てる情報をお伝えします。 

イタリアの自治体（エミリア・ロマーニャ州モデナ県およびカベッツオ市）、ボランティア団体（アンパス協会、ア

ルピーニ協会）の災害時支援活動と備蓄状況を視察した際に得た情報です。 

イタリアでは全ての組織でキッチンカー、食堂、トイレ、シャワー、ベッド、テントが備蓄されており、発災後短

時間でパッケージとして被災地に届けられ避難所を設営する仕組みが出来ていました。 これらの設備は公

費で購入され、各地域のボランティアらによって管理・運用されていました。  

プライバシーに配慮され、日常の生活に近い環境が整備されていました。キッチンカーは様々なタイプがあ

りましたが、 各避難所に 1 台以上配備され、現地で調理を行う点は全ての組織で共通していました。調理は

コックまたは調理トレーニングを受けたボランティアが担当し、温かいトマトソースパスタを初日から提供して

いる点も３組織で共通していました。一方で、3 組織全てにおいて食料は備蓄していませんでした。 

イタリアではハード面ばかりではなく避難者が通常の生活を送るため、ヒトに主眼を置いたソフト面の人道支

援が定着していました。災害支援は平時のボランティア活動の延長線上に位置していました。 


